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�愛媛県告示第６０３号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２６年度分の交

付金、負担金及び補助金から適用する。

平成２６年５月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

� 交付金

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

� 交付金

区 分 経 費 交付基準 区 分 経 費 交付基準

農業委員

会に要す

る経費

組織に要する経費（委員手当、職

員設置費及び農地調査・資料整備

費 をいう。第３項第１号

において同じ。）

省略 農業委員

会に要す

る経費

組織に要する経費（委員手当、職

員設置費及び農地調査・農地基本

台帳整備費をいう。第３項第１号

において同じ。）

省略

� 省略

� 補助金

� 省略

� 補助金

区 分 経 費
補助率又は

補助金額
区 分 経 費

補助率又は

補助金額

農業委員

会に要す

る経費

農地法（昭和２７年法律第２２９号）に

基づく事務の適正実施のための支

援事業、農地の有効利用を図るた

めの支援事業及び農地台帳システ

ム整備事業に要する経費

省略 農業委員

会に要す

る経費

農地法（昭和２７年法律第２２９号）に

基づく事務の適正実施のための事

業及び農地の有効利用を図るため

の事業

に要する経費

省略

県農業会

議に要す

省略 県農業会

議に要す

省略

広域的な農地利用調整活動等への 省略 広域的な農地利用調整活動等 省略
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る経費 支援事業に要する経費 る経費 に要する経費

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織に要する経費、農地法

に基づく事務の適正実施のための支援事業に要する経費及び農

地台帳システム整備事業に要する経費の相互流用並びに組織に

要する経費、農地の有効利用を図るための支援事業に要する経

費及び農地台帳システム整備事業に要する経費の相互流用

� 県農業会議に要する経費のうち、組織に要する経費、農業委

員会等活動強化対策事業に要する経費、都道府県農業改善推進

支援事業に要する経費及び広域的な農地利用調整活動等への支

援事業に要する経費の相互流用

（事業実績報告）

第８条 市町又は県農業会議は、交付金等交付事業が完了したとき

（交付金等交付事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、交

付金等の交付の決定のあつた年度の３月３１日 までに、交

付金等交付事業の成果を記載した実績報告書（様式第７号の�又

は�）に事業実績書（様式第８号の�又は�）及び収支精算書

（様式第９号の�又は�）を添え、知事に提出するものとする。

様式第２号の�（第３条関係）

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織に要する経費、農地法

に基づく事務の適正実施のための事業に要する経費及び農地の

有効利用を図るための事業

に要する経費の相互流用

� 県農業会議に要する経費のうち、組織に要する経費、農業委

員会等活動強化対策事業に要する経費、都道府県農業改善推進

支援事業に要する経費及び広域的な農地利用調整活動等

に要する経費の相互流用

（事業実績報告）

第８条 市町又は県農業会議は、交付金等交付事業が完了したとき

（交付金等交付事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、交

付金等の交付の決定のあつた年度の翌年度の４月５日までに、交

付金等交付事業の成果を記載した実績報告書（様式第７号の�又

は�）に事業実績書（様式第８号の�又は�）及び収支精算書

（様式第９号の�又は�）を添え、知事に提出するものとする。

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１ 委員会名 農業委員会

２ 委 員

委員数 人

省略

１ 委員会名 農業委員会（部会の有・無）

�
�
�
�
�

部会名
部会 人

�
�
�
�
�

部会 人

２ 委 員

選 挙 委 員
選任委員

計

（現 員）
備 考

定 数 現 員

人 人 人 人

３ 職 員

現員数 人（うち交付対象職員数 人）

３ 職 員

定 数 人（条例等による定数）

現員数 人

区 分 氏 名
性

別

年

齢

専兼任の別 職員給与費（年）額
共済費

（年）額
備考専兼

別

本

務

兼

務

交付対

象経費

交付対象

外経費
計

交付対象

職員

円 円 円 円

計（ 人）

交付対象

外職員 計（ 人）

４ 農地調査・資料整備費 関係

注１ 専兼任の別本務の欄は他の職員が農業委員会の職員を兼務している場合の

本務職名を、専兼任の別兼務の欄は農業委員会の職員が他の職員を兼務して

いる場合の兼務職名を記載すること。

２ 職員給与費（年）額交付対象経費の欄は給料、扶養手当、地域手当、通勤

手当、期末勤勉手当及び住居手当の合計額を記載し、職員給与費（年）額交

付対象外経費の欄はその他の人件費を記載すること。

３ 共済費（年）額の欄は、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２

号）に基づく職員共済組合への長期給付に係る市町の負担金及び地方公務員

災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）に基づく地方公務員災害補償基金への

市町の負担金の合計額を記載すること。

４ 備考の欄は、事務局長、農地主事その他の職名を記載すること。

４ 農地調査・農地基本台帳整備費関係

愛 媛 県 報平成２６年５月１３日 第２５７０号
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対象件数 件

５ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施のための支援事業

省略

６ 農地の有効利用を図るための支援事業

省略

７ 農地台帳システム整備事業

別紙３のとおり。

８ 省略

別紙１ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための支援事業

１ 農地の有効利用を図るための活動

� 省略

� 相談活動

農地基本台帳整備対象農家数 戸

５ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施のための事業

省略

６ 農地の有効利用を図るための事業

省略

７ 省略

別紙１ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための事業

１ 農地の有効利用を図るための活動

� 省略

� 相談活動

農地相談員 人数
相談員の活動 備

考
農地相談員 人数

活動日数 活動内容

専門

分野

農地制度に専門的な知見を有する者 人 日

専門

分野

農地制度に専門的な知見を有する者 人

地域の農業事情等に精通している者 人 日 地域の農業事情等に精通している者 人

その他（ ） 人 日 その他（ ） 人

注１ 省略

２ 確定値を記載できない欄は、想定値を記載すること。

２ 農業委員等の資質向上のための活動

注 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

開催時期 開催場所 研修目的
研修対

象者

研修対

象人数
研修内容

女性登用の周知

活動等の内容
開催時期 開催場所 研修対象人数 研修内容 女性登用の周知活動等の内容

月 日 人 月 日 人

月 日 人 月 日 人

３ その他（特に必要と認められた活動） ３ その他（特に必要と認められた活動）

活動内容 現状の問題点及び左記の活動を実施することによる効果 備考 活動内容 現状の問題点及び左記の活動を実施することによる効果

注 省略

４ 経費の内訳

注 省略

項 目
総事業

費

うち補

助金額
経費内訳

１ 農地の有効利用を図るための活動 円 円

２ 農業委員等の資質向上のための活動

３ その他（特に必要と認められた活動）

合 計

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×数量」の形式で記載し、そ

の合計額が補助金額と一致するように記載すること。

様式第２号の�（第３条関係） 様式第２号の�（第３条関係）

省略

１ 省略

２ 職 員

省略

１ 省略

２ 職 員

省略 省略

注 １・２ 省略

３ 法定福利費（年）額の欄の「負担対象経費」の欄には国庫負担対象の経

費（厚生年金保険料、特例業務負担金、労災保険料、児童手当拠出金、雇

用保険料及び健康保険料）の合計額を、「負担対象外経費」の欄には国庫

負担対象以外の経費の合計額を記載すること。

注 １・２ 省略

３ 法定福利費（年）額の欄の「負担対象経費」の欄には国庫負担対象の経

費（農林年金掛金及び労災保険料

）の合計額を、「負担対象外経費」の欄には国庫

負担対象以外の経費の合計額を記載すること。
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３ 省略

４ 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

省略

５・６ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 農地の有効利用を図るための活動等

� 省略

� 相談活動等

３ 省略

４ 広域的な農地利用調整活動等

省略

５・６ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等

１ 農地の有効利用を図るための活動等

� 省略

� 相談活動等

農地相談員 人数
活動方針 農地利用調整活動

（会議開催回数）
農地相談員 人数 活動方針 備 考

相談件数 相談日数

専門

分野

農地制度に専門的な

知見を有する者
人 件 日 回

専門

分野

農地制度に専門的な

知見を有する者
人

地域の農業事情等に

精通している者
人 件 日 回

地域の農業事情等に

精通している者
人

その他（ ） 人 件 日 回 その他（ ） 人

注１ 省略

２ 確定値を記載できない欄は、想定値を記載すること。

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 研修実施計画等

注 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 農業委員等の研修

省略 省略

� 省略

３ 省略

４ その他（特に必要と認められた活動）

� 省略

３ 省略

活動内容 現状の問題点及び左記の活動を実施することによる効果 備考

注１ 「現状の問題点及び左記の活動を実施することによる効果」の欄は、具体

的に記載すること。

２ 活動の目的、内容、経費の内訳、実施することによる効果等について記載

した資料を添付すること。

５ 経費の内訳

項 目
総事業

費

うち補

助金額
経費内訳

１ 農地の有効利用を図るための活動等 円 円

２ 農業委員等の資質向上のための活動

３ 農地法等に基づく業務を処理するための会議

４ その他（特に必要と認められた活動）

合 計

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×数量」の形式で記載し、そ

の合計額が補助金額と一致するように記載すること。

様式第３号の�（第３条関係） 様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

予算額

左のうち県費交

付金等交付額
備 考 区 分

本年度

予算額

左のうち県費交

付金等交付額
備 考

１ 委 員 手 当

２ 職 員 設 置 費

円 円

１ 委 員 手 当

２ 職 員 設 置 費

円 円

延べ 人分

延べ 人分
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３ 農 地 調 査 ・ 資 料 整 備 費

４ 業 務 費

� 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に

基づく事務の適正実施のための支援事

業費

� 農地の有効利用を図るための支援事

業費

� 農地台帳システム整備事業費

省略

� 交付対象職員の交付対象職員給与費

� 交付対象職員の共済費

３ 農地調査・農地基本台帳整備費

４ 業 務 費

� 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に

基づく事務の適正実施のための事業に

要する経費

� 農地の有効利用を図るための事業に

要する経費

省略

様式第３号の�（第３条関係） 様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

予算額

左のうち県費負

担金等交付額
備 考 区 分

本年度

予算額

左のうち県費負

担金等交付額
備 考

１～４ 省略

５ 業 務 費

�・� 省略

� 広域的な農地利用調整活動等への支

援事業費

６ 省略

省略

円 円

１～４ 省略

５ 業 務 費

�・� 省略

� 広域的な農地利用調整活動等に要す

る経費

６ 省略

省略

円 円

注 省略 注 省略

様式第８号の�（第８条関係） 様式第８号の�（第８条関係）

省略

１ 委員会名 農業委員会

省略

１ 委員関係

� 委員会名

○○農業委員会（部会有無）

部会名

�
�
�
�
�

○ ○ 部 会

○ ○ 部 会

� 委員数

選 挙 委 員
選任委員

計

（現 員）
備 考

定 数 現 員

人 人 人 人

� 会議回数

区 分
農地関係

のみ �

農地関係以外

のみ �ロ

�＋�ロの併合

�ハ

計

�＋�ロ＋�ハ
備 考

開催回数 回 回 回 回

２ 委 員

委員数 人

３ 職 員

現員数 人（うち交付対象職員数 人）

２ 職員関係

� 職員数

定 数 人（条例等による定数）

現 員 人

区 分 氏 名
性

別

年

齢

専兼任の別 職員給与費（年）額
共済費

（年）額

備

考
専兼

別

本

務

兼

務

交付対

象経費

交付対象

外経費
計
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交付対象

職員

円 円 円 円

計（ 人）

交付対象

外職員 計（ 人）

４ 農地調査・資料整備費関係

対象件数 件

５ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施のための支援事業

省略

６ 農地の有効活用を図るための支援事業

省略

７ 農地台帳システム整備事業

別紙３のとおり。

８ 経費関係

注 様式第２号の�３の表注に準じて記載すること。

３ 農地調査・農地基本台帳整備費関係

農地基本台帳整備対象農家数 戸

４ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく事務の適正実施のための事業

省略

５ 農地の有効活用を図るための事業

省略

６ 経費関係

区 分 実 績 区 分 実 績

省略 省略

職 員 設 置 費 職 員 設 置 費 交付対象職員給与費 円

交付対象職員の市町実績額� 円 交付対象職員の市町実績額 交付対象共済費 円

合 計� 円

省略 省略

農地調査・資料

整備費
省略

農地調査・農地

基本台帳整備費
省略

業 務 費 農地法に基づく事務の適正実施のための支

援事業費
省略

業 務 費 農地法に基づく事務の適正実施のための事

業費（別紙３のとおり。）
省略

農地の有効利用を図るための支援事業費 省略
農地の有効利用を図るための事業費（別紙

４のとおり。）
省略

省略 省略

省略 省略

９ 省略

別紙１ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための支援事業

１ 農地の有効利用を図るための活動

� 省略

� 相談活動

７ 省略

別紙１ 省略

別紙２ 農地の有効利用を図るための事業

１ 農地の有効利用を図るための活動

� 省略

� 相談活動

農地相談員 人数
相談員の活動実績 備

考
農地相談員 人数

相談員の活動実績

活動日数 活動内容 活動日数 活動内容

専門

分野

農地制度に専門的な知見を有する者 人 日

専門

分野

農地制度に専門的な知見を有する者 人 日

地域の農業事情等に精通している者 人 日 地域の農業事情等に精通している者 人 日

その他（ ） 人 日 その他（ ） 人 日

注 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

注 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

開催時期 開催場所 研修目的
研修対

象者

研修対

象人数
研修内容

女性登用の周知

活動等の内容
開催時期 開催場所 研修対象人数 研修内容 女性登用の周知活動等の内容

月 日 人 月 日 人

月 日 人 月 日 人

３ その他（特に必要と認められた活動） ３ その他（特に必要と認められた活動）

活動内容 現状の問題点及び左記の活動を実施したことによる効果 備考 活動実績 計画段階の問題点及び左記の活動を実施したことによる効果
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注１ 「現状 の問題点及び左記の活動を実施したことによる効果」の欄は、

具体的に記載すること。

２ 省略

４ 経費の内訳

注１ 「計画段階の問題点及び左記の活動を実施したことによる効果」の欄は、

具体的に記載すること。

２ 省略

項 目
総事業

費

うち補

助金額
経費内訳

１ 農地の有効利用を図るための活動 円 円

２ 農業委員等の資質向上のための活動

３ その他（特に必要と認められた活動）

合 計

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×数量」の形式で記載し、そ

の合計額が補助金額と一致するように記載すること。

別紙３・４ 省略 別紙３・４ 省略

様式第８号の�（第８条関係） 様式第８号の�（第８条関係）

省略

１・２ 省略

３ 会議開催状況

省略

１・２ 省略

３ 会議開催状況

総会出席会議員数
うち負担金交付

対象会議員数

常任会議員会議

出席会議員数

うち負担金交付

対象会議員数

� 総会 回、常任会議員会議 回 計 回

� 出席した会議員の数

人日 人日 人日 人日 総会出席会議員数 常任会議員会議出席会議員数

注 出席会議員数に会議開催回数を乗じて求めた数を記載すること。 延べ 人 延べ 人

４ 省略

５ 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

省略

６・７ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 研修実施実績等

４ 省略

５ 広域的な農地利用調整活動等

省略

６・７ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等

１ 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

� 農業委員等の研修

省略 省略

� 省略

３ 省略

４ その他（特に必要と認められた活動）

� 省略

３ 省略

４ 事業の内容区分

活動内容 現状の問題点及び左記の活動を実施したことによる効果 備考 農地の有効利用を図るための活動等に関する経費 円

農業委員等の資質向上のための活動に関する経費 円

注１ 「現状の問題点及び左記の活動を実施したことによる効果」の欄は、具体

的に記載すること。

２ 活動の目的、内容、経費の内訳、実施したことによる効果等について記載

した資料を添付すること。

５ 経費の内訳

農地法等に基づく業務を処理するための会議に関する経費 円

計 円

５ 補助対象経費の内容区分

項 目
総事業

費

うち補

助金額
経費内訳

旅費 円

報酬及び謝金 円

１ 農地の有効利用を図るための活動等 円 円 賃金 円

２ 農業委員等の資質向上のための活動 手当 円

３ 農地法等に基づく業務を処理するための会議 印刷製本費 円

４ その他（特に必要と認められた活動） 借料及び使用料 円

合 計 会議費 円
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様式第２号の�別紙１を次のように改める。

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×数量」の形式で記載し、そ

の合計額が補助金額と一致するように記載すること。

通信運搬費 円

消耗品費 円

その他の経費 円

計 円

様式第９号の�（第８条関係） 様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

省略

� 省略

� 支出の部

区 分 本年度精算額 本年度予算額 備考 区 分 本年度精算額 本年度予算額 備考

１ 省略 円 円 １ 省略 円 円

２ 職 員 設 置 費 ２ 職 員 設 置 費

� 交付対象職員の交付対象職員給与費

� 交付対象職員の共済費

３ 農 地 調 査 ・ 資 料 整 備 費 ３ 農 地 調 査 ・ 農 地 基 本 台 帳 整 備 費

４ 業 務 費 ４ 業 務 費

� 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づ

く事務の適正実施のための支援事業費

� 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づ

く事務の適正実施のための事業費

� 農地の有効利用を図るための支援事業費 � 農地の有効利用を図るための事業費

� 農地台帳システム整備事業費

省略 省略

様式第９号の�（第８条関係） 様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

省略

� 省略

� 支出の部

区 分 本年度精算額 本年度予算額 備 考 区 分 本年度精算額 本年度予算額 備 考

１・２ 省略

３ 職 員 給 与 費

４ 法 定 福 利 費

５ 業 務 費

�・� 省略

� 広域的な農地利用調整

活動等への支援事業費

６ 省略

円 円 １・２ 省略

３ 職 員 給 与 費

４ 法 定 福 利 費

５ 業 務 費

�・� 省略

� 広域的な農地利用調整

活動等に要する経費

６ 省略

円 円

うち期末勤勉手当 円

農林年金掛金 円

労災保険料 円

省略 省略

注 省略 注 省略
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別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１ 農地法第３条の２第２項の規定に基づく許可の取消しに関する調査等

実態調査 勧告件数 許可の取消件数
あつせんその他

必要な措置件数

延べ 回 件 件 件

２ 農地法第６条第２項の規定に基づく農業生産法人に対する勧告等

報告農業生産法人数
勧告を行う農業生産法人

数

立入調査を行う農業生産

法人数

法人 法人 法人

３ 農地法第２５条第１項の規定に基づく和解の仲介

和解の仲介処理件数 うち成立件数 仲介回数

件 件 延べ 回

４ 農地利用調整打合せ

打合せ出席人数

延べ 人

５ 別段面積の設定調査及び周辺農地利用状況調査

別段面積設定調査回数 周辺農地利用状況調査回数

延べ 回 延べ 回

６ 利用状況調査

� 調査計画等決定会議

開催時期 開催場所 出席者職氏名 会議内容

� 調査計画等

実施時期 区域名
管内農地

面積

体 制

農業委員数 協力者数 その他 計

� 人日 人日 人日 人日

計 � 人日 人日 人日 人日

注 「協力者数」の欄は、協力者（地域の農業事情等に精通している者であつ

て臨時に雇用したもの）の数を記載すること。

� 調査結果取りまとめ等

実 施 時 期 作成日数

権利関係の調査・整理等 人日

調査結果取りまとめ 人日
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７ 訴訟事務

� 訴訟事件の件数の内訳

区 分
当初係属件数

（ 年４月１日）

年度内提

起件数

年度内完結件数

（ 年３月３１日）
備考

農業委員会を当事者又は

参加人とするもの
件 件 件

� 訴訟事件の出廷回数

番号 裁判所名及び事件番号 事件名 年度内出廷回数

回（延べ 人）

８ 行政不服審査事務

� 行政不服審査の件数の内訳

区 分
当初係属件数

（ 年４月１日）

年度内提

起件数

年度内完結件数

（ 年３月３１日）
備考

処分に対する審査請求 件 件 件

不作為に対する審査請求 件 件 件

� 行政不服審査請求

番号
審査請求に係る原処分名

及び処分日
申立日及び受理日 申立ての趣旨

９ 農地等の台帳の整備

� 台帳整備に必要な調査

実施時期 調査担当者数 調 査 内 容

人

� 属性データの入力計画

データ入力

件

� システム活用等計画

実施時期 整 備 内 容

１０ 農地の権利移動等の状況把握

権利の設定又は移転

関係
賃借の終了関係 農地等の転用関係 合 計

件 件 件 件

１１ 賃借料情報の提供

提供月日 提 供 方 法 設定区分数

月 日 区分
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１２ 経費の内訳

項 目 総事業費
うち補助

金額
経費内訳

１ 農地の利用関係の調整 円 円

� 農地法第３条の２第２項の規定に

基づく許可の取消しに関する調査等

� 農地法第６条第２項の規定に基づ

く農業生産法人に対する勧告等

� 農地法第２５条第１項の規定に基づ

く和解の仲介

� 農地利用調整打合せ

２ 農地の利用状況等の調査

� 別段面積の設定調査及び周辺農地

利用状況調査

� 利用状況調査

ア 調査計画等決定のための会議及

び計画の周知

イ 調査資料作成

ウ 利用状況（調査）の記録及び保存

エ 調査員の設置

� 利用意向調査

ア 利用意向調査

イ 遊休農地等のあつせん等の利用

調整

ウ 農地中間管理機構等への通知

エ 遊休農地所有者等への勧告

� 所有者不明の農地の権利調査

３ 農地等訴訟等事務処理

� 訴訟事務

ア 弁護士謝金

イ 訴訟旅費

ウ 庁費

エ 予納金

オ その他の経費

� 行政不服審査事務

ア 弁明書作成等に伴う現地調査費

イ 庁費

ウ 通信費

４ 農地等の台帳の整備
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� 台帳整備に必要な調査

� 属性データの入力経費

� システム活用等経費

５ 農地の権利移動等の状況把握等

� 農地の権利移動等の状況把握

� 賃借料情報の提供

合 計

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×数量」の形式で記載し、

その合計額が補助金額と一致するように記載すること。
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様式第２号の�別紙２の次に次のように加える。
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別紙３ 農地台帳システム整備事業

１ 事業実施地域

事業実施地域

２ 導入又は改修の予定の農地台帳システムの概要

概 要

３ データ更新等システム管理の内容

内 容

４ 導入、改修又はシステム管理の計画

時 期 事 項

５ 事業費内訳

事業内容 事業費 うち補助金額 備考

円 円

１ 新規導入事業

２ 改修事業

３ データ更新等システム管理事業

合 計
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様式第８号の�別紙１を次のように改める。
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別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１ 農地法第３条の２第２項の規定に基づく許可の取消しに関する調査等

実態調査 勧告件数 許可の取消件数
あつせんその他

必要な措置件数

延べ 回 件 件 件

２ 農地法第６条第２項の規定に基づく農業生産法人に対する勧告等

報告農業生産法人数
勧告を行つた農業生産法

人数

立入調査を行つた農業生

産法人数

法人 法人 法人

３ 農地法第２５条第１項の規定に基づく和解の仲介

和解の仲介処理件数 うち成立件数 仲介回数

件 件 延べ 回

４ 農地利用調整打合せ

打合せ出席人数

延べ 人

５ 別段面積の設定調査及び周辺農地利用状況調査

別段面積設定調査回数 周辺農地利用状況調査回数

延べ 回 延べ 回

６ 利用状況調査

� 調査計画等決定会議

開催時期 開催場所 出席者職氏名 会議内容

� 調査実績等

実施時期 区域名
管内農地

面積

体 制

農業委員数 協力者数 その他 計

� 人日 人日 人日 人日

計 � 人日 人日 人日 人日

注 「協力者数」の欄は、協力者（地域の農業事情等に精通している者であ

つて臨時に雇用したもの）の数を記載すること。

� 調査結果取りまとめ等

実 施 時 期 作成日数

権利関係の調査・整理等 人日

調査結果取りまとめ 人日
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７ 利用意向調査

� 利用意向調査の実績

通知件数 面 積

農地法第３２条第１項第１号該当農地 件 �
農地法第３２条第１項第２号該当農地 件 �
農地法第３３条第１項該当農地 件 �

合 計 件 �
� 所有者等の意向

所有者等の意向 件 数 面 積

農地法第３２条

第１項第１号

該当農地

自ら耕作再開 件 �
農地中間管理事業を利用 件 �
農地所有者代理業を利用 件 �
自ら他者への所有権の移転又は

賃貸借の設定を行う
件 �

その他 件 �
合 計 件 �

農地法第３２条

第１項第２号

該当農地

自ら耕作再開 件 �
農地中間管理事業を利用 件 �
農地所有者代理業を利用 件 �
自ら他者への所有権の移転又は

賃貸借の設定を行う
件 �

その他 件 �
合 計 件 �

農地法第３３条

第１項該当農

地

自ら耕作再開 件 �
農地中間管理事業を利用 件 �
農地所有者代理業を利用 件 �
自ら他者への所有権の移転又は

賃貸借の設定を行う
件 �

その他 件 �
合 計 件 �

８ 遊休農地等のあつせん等の利用調整

件 数 面 積

遊休農地等のあつせん等の利用調整 件 �
９ 農地中間管理機構等への通知

件 数 面 積

農地中間管理機構への通知 件 �
農地利用集積円滑化団体への通知 件 �

合 計 件 �

愛 媛 県 報平成２６年５月１３日 第２５７０号

３８３



１０ 遊休農地等所有者等への勧告

件 数 面 積

遊休農地等所有者等への勧告 件 �
１１ 所有者不明の農地の権利調査

件 数 面 積

所有者不明の農地（調査前） 件 �
うち共有持分の一部を確知している農地 件 �
所有者が判明した農地（調査後） 件 �
うち共有持分の一部を確知できない農地 件 �

注 行政書士への委託に要した経費の証拠書類等の写しを添付すること。

１２ 訴訟事務

� 訴訟事件の件数の内訳

区 分
当初係属件数

（ 年４月１日）

年度内提

起件数

年度内完結件数

（ 年３月３１日）
備考

農業委員会を当事者又は

参加人とするもの
件 件 件

� 訴訟事件の出廷回数

番号 裁判所名及び事件番号 事件名 年度内出廷回数

回（延べ 人）

注 弁護士謝金、予納金等に要した経費の証拠書類等の写しを添付すること。

１３ 行政不服審査事務

� 行政不服審査の件数の内訳

区 分
当初係属件数

（ 年４月１日）

年度内提

起件数

年度内完結件数

（ 年３月３１日）
備考

処分に対する審査請求 件 件 件

不作為に対する審査請求 件 件 件

� 行政不服審査請求

番号
審査請求に係る原処分名

及び処分日
申立日及び受理日 申立ての趣旨

１４ 農地等の台帳の整備

� 台帳整備に必要な調査

実施時期 調査担当者数 調 査 内 容

人

� 属性データの入力実績

データ入力

件
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� システム活用等実績

実施時期 整 備 内 容

１５ 農地の権利移動等の状況把握

権利の設定又は移転

関係
賃借の終了関係 農地等の転用関係 合 計

件 件 件 件

注 取りまとめ結果を添付すること。

１６ 賃借料情報の提供

提供月日 提 供 方 法 設定区分数

月 日 区分

注 提供した資料の写しを添付すること。

１７ 経費の内訳

項 目 総事業費
うち補助

金額
経費内訳

１ 農地の利用関係の調整 円 円

� 農地法第３条の２第２項の規定に

基づく許可の取消しに関する調査等

� 農地法第６条第２項の規定に基づ

く農業生産法人に対する勧告等

� 農地法第２５条第１項の規定に基づ

く和解の仲介

� 農地利用調整打合せ

２ 農地の利用状況等の調査

� 別段面積の設定調査及び周辺農地

利用状況調査

� 利用状況調査

ア 調査計画等決定のための会議及

び計画の周知

イ 調査資料作成

ウ 利用状況（調査）の記録及び保存

エ 調査員の設置

� 利用意向調査

ア 利用意向調査

イ 遊休農地等のあつせん等の利用

調整

ウ 農地中間管理機構等への通知

エ 遊休農地所有者等への勧告

� 所有者不明の農地の権利調査
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３ 農地等訴訟等事務処理

� 訴訟事務

ア 弁護士謝金

イ 訴訟旅費

ウ 庁費

エ 予納金

オ その他の経費

� 行政不服審査事務

ア 弁明書作成等に伴う現地調査費

イ 庁費

ウ 通信費

４ 農地等の台帳の整備

� 台帳整備に必要な調査

� 属性データの入力経費

� システム活用等経費

５ 農地の権利移動等の状況把握等

� 農地の権利移動等の状況把握

� 賃借料情報の提供

合 計

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×数量」の形式で記載し、

その合計額が補助金額と一致するように記載すること。
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様式第８号の�別紙３を次のように改める。
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別紙３ 農地台帳システム整備事業

１ 事業実施地域

事業実施地域

２ 導入又は改修した農地台帳システムの概要

概 要

３ データ更新等システム管理の内容

内 容

４ 導入、改修又はシステム管理の実績

時 期 事 項

５ 事業費内訳

事業内容 事業費 うち補助金額 備考

円 円

１ 新規導入事業

２ 改修事業

３ データ更新等システム管理事業

合 計
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公 告
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�愛媛県告示第６０４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成２６年５月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び保安林として

指定された目的

昭和５８年２月２５日農林水産省告示第２４５号（一に係るものに限

る。）

２ 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び愛南

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町妙口北川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２６年５月１３日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

退 任

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年５月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積 予定価格

伊予郡松前町大字大間字赤渕
６８４番１外１筆 宅 地 ６，３２２．６０� ４８，０００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２６年５月１３日（火）から平成２６年６月４日（水）まで

様式第８号の�別紙４を削る。

�愛媛県告示第６０６号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年５月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 参 川 忠 男 西条市小松町妙口甲１５４６番地２

〃 瀬 川 俊 文 西条市小松町妙口甲２３５番地

〃 木 村 哲 雄 西条市小松町妙口甲１１番地２

〃 伊 藤 篤 志 西条市小松町妙口甲１４８６番地２

〃 佐 伯 清 臣 西条市小松町妙口甲１１６番地１

〃 三 木 剛 西条市小松町北川４１５番地１

〃 三 木 康 弘 西条市小松町北川１４８番地

〃 高 橋 昌 展 西条市小松町北川２５３番地

監 事 真 鍋 駒 次 西条市小松町北川２８３番地第２

〃 村 上 武 美 西条市小松町妙口甲４２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 重 信 西条市小松町妙口甲１０４番地

〃 参 川 忠 男 西条市小松町妙口甲１５４６番地２

〃 木 村 哲 雄 西条市小松町妙口甲１１番地２

〃 瀬 川 俊 文 西条市小松町妙口甲２３５番地

〃 伊 藤 篤 志 西条市小松町妙口甲１４８６番地２

〃 一 色 清 西条市小松町新屋敷甲１５１１番地

〃 三 木 康 弘 西条市小松町北川１４８番地

〃 高 橋 昌 展 西条市小松町北川２５３番地

監 事 真 鍋 駒 次 西条市小松町北川２８３番地第２

〃 塩 崎 浩 司 西条市小松町妙口甲１６２３番地２

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

レギュラーガソリンの単価契約
１�あたり単価

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２６年４月１８日
三原産業株式会社
愛媛県宇和島市寿町二
丁目９番１２号

１５８．５４４円 一般競争入札 平成２６年３月７日
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の執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２６年６月４日（水）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２６年５月２３日（金）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２６年６月１７日（火）午前１１時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁本館２階総務部入札室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年５月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

遺失拾得物管理業務システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

遺失拾得物管理業務システム一式（ハードウェア、ソフトウ

ェア、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２６年１１月１日から平成３２年１０月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２６・２７・

２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。
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� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２６年６月２５日（水）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年６月２５日（水）午後１時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２６年６月１８日（水）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Lost and

Found Management System，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２５ June，２０１４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県労働委員会告示第２号
当委員会は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年

法律第２８９号）第５条第２項の規定に基づき、愛媛県公営企業の職

員が結成し、又は加入する労働組合について、職員のうち労働組合

法（昭和２４年法律第１７４号）第２条第１号に規定する者の範囲を平

成２６年４月２５日認定したので、次のとおり告示する。

なお、企業職員に係る労働組合法第２条第１号に規定する者の範

囲の認定（平成２４年５月愛媛県労働委員会告示第２号）は、廃止す

る。

平成２６年５月１３日

愛媛県労働委員会

会 長 山 下 泰 史

愛媛県公営企業の職員が結成し、又は加入する労働組合（組合員

である当該企業の職員が次の表に掲げる者のみに限られているもの

を除く。）については、当該企業の職員のうち、次の表に掲げる者

勤 務 箇 所 労働組合法第２条第１号に規定する者

本 局 局長、病院管理監、課長、室長、技幹、課長補佐、主幹、
専門員（人事、給与、法令、秘書事務又は予算編成及び
執行に関する事務を担当する者に限る。）、総務課総務
企画係長、同予算係長、同出納決算係長、県立病院課管
理係長、総務課担当係長、同総務企画係に属する主任及
び主事（人事、給与、法令又は秘書事務を担当する者に
限る。）、同予算係及び県立病院課管理係に属する主任
及び主事（予算編成及び執行に関する事務を担当する者
に限る。）

管 理 事 務 所 所長、総務課長、管理課長、支所長、出張所長

県 立 病 院 院長、事務局長、経営統括監、副院長、センター長、事
務局次長、総務医事課長、総務医事課主幹（人事及び給
与に関する事務又は経営企画に関する事務を担当する者
に限る。）、総務課長、看護部長

平成２６年５月１３日 発行
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